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高次脳機能障害支援拠点機関 
および当事者家族会の調査 

 
高次脳機能障害支援拠点機関調査：全国の支援
拠点機関103ヶ所に調査票を配布、50ヶ所から回収。 

当事者家族会調査：日本高次脳機能障害友の会
に所属する当事者家族会20団体に調査票を配布、
7団体から回収。 

• 高次脳機能障害者について、障害福祉サービス利
用が困難だった事例 167例（就労継続B型 39、
自立訓練 28、就労移行 21） 

• 現行の制度には無い、または対象が限定されている
がニーズの高いサービス 76例（移動支援、自動

車運転評価および訓練）  

• 高次脳機能障害者について、障害福祉サービス利
用が困難だった事例 41例（移動支援 7、介護保
険サービス優先 7、就労移行・就労継続B型・共同
生活援助 各4） 

• 現行の制度には無い、または対象が限定されているが
ニーズの高いサービス 移動支援、グループホーム、就
労定着支援の拡充、市町村によるサービス内容・対

象の格差是正  
 

高次脳機能障害者が障害福祉サービス利用の際の課題は 
「事業所の障害特性への理解不足」「社会資源の不足」「制度の周知不足、ニーズと支援の不一致」 
に大別された 



相談支援事業所の調査 

 

 

 

東京都内の指定特定相談支援事業所、指定障害児相談支援事業所803ヶ所に
調査票を配布、267ヶ所から回収（33.3％） 
滋賀県内の指定特定相談支援事業所、指定障害児相談支援事業所111ヶ所に
調査票を配布、42ヶ所から回収（37.8％） 

 相談支援を提供した高次脳機能障害者・児数 

 指定特定相談事業所において相談支援を提供した高次脳機能障害者数 

障害者 障害児 

診断あり 推測例 合計 診断あり 推測例 合計 

東京都（H29） 874 274 1,148 14 51 65 

(3.5) (1.1) (4.6) (0.1) (0.4) (0.5) 

滋賀県（H30） 44 20 64 2 6 8 

(1.1) (0.5) (1.6) (0.1) (0.2) (0.2) 

※（ ）内は、一事業所あたりの平均利用者数 



就労系福祉サービス事業所の調査 

• 高次脳機能障害の知識・情報の習得、スタッフの支援体制などが整えば、現在高次脳機能障害
者の利用者がいないA型事業所、就労移行支援事業所の70%以上が受け入れを検討 

• 高次脳機能障害の利用者がいる事業所、いない事業所の双方より、適切な支援をするために対
処法を学ぶ機会が欲しい、との要望あり 

 

札幌市内就労系福祉サービス全事業所522ヶ所（就労移行７９、A型１０６、B型337）
に調査票を配布、２２５ヶ所（就労移行33、A型51、B型141)から回収（４３.1%) 

高次脳機能障害者の利用状況について 

就労移行 A型 B型 全体 



調査結果からわかる課題 
 

 事業所の障害特性への理解不足 

  地域の相談支援事業所、就労系事業所の利用は増加しているが、経験のない事業所からは
「ケースがないので勉強できない」という声も聞かれる。 

   

 社会資源の不足 

これまで支援経験のない就労系事業所の約70％が「知識・情報の取得」等がかなえば受け入れ
可能と回答。 

 

 制度の周知不足、ニーズと支援の不一致 

訓練等給付に関するもの、とくに介護保険サービスとの併用にかかる課題が多い。また当事者・家
族への制度周知不足から適切なサービスにつながらないケースも多い。 

 

高次脳機能障害者が住み慣れた場所で地域の人々と共生する社会を目指すために、知識普及に
かかる取り組みが必要 

⇒今年度より「高次脳機能障害の障害特性に応じた支援者養成研修カリキュラム及びテキ
ストの開発のための研究」を開始 

 


